
係

っている。平成29年

戸

2月からコンビニエン

籍

ススト

アで住民票等の

係

証明書の交付が始まり

　

、マイナンバーカード

市

の利便性を広く周知す

民

ることで、カードの普

係

及促進を図る必
課題

要

2

がある。

指標名称（単

3

位）
実績値 目標値

２６

1

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活動 初回通知カードの未交付率（％） ― 0.7 0.6 0.6 0.55
指標
活動 マイナンバーカードの交付枚数　　　（枚） ― 3,711 8,477 12,000 16,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 53,289 26,739 18,417 合計 26,739,439 円
賃金 1,350,010 円

財
　
源

特定財源 0 43,031 25,519 14,807 需用費 74,023 円
役務費 934,016 円

一般財源 0 10,258 1,220 3,610 委託料 289,176 円
使用料及び賃借料 631,214 円

職員人件費　② 0 23,112 21,883 22,382 負担金、補助及び
交付金 23,461,000 円

総事業費（①＋②） 0 76,401 48,622 40,799

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 個人番号カード交付事業費補
助金（国）

３０年度以降の事業費見込 0 個人番号カード交付事務費補
助金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

平

本施策 情報共有
施策体

成

系
施策の内容 電子市役

２

所の推進

目
　
　
　
的

　

８

社会保障・税番号制度

年

の基盤となるマイナ

主

度

た
る
内
容

○マイナンバ

評

ーの付番、通知カード

価

の送付
ンバーの付番、

）

通知及びマイナンバー

刈

カード ○マイナンバー

谷

カードの交付
の円滑な

市

交付を行い、制度の理

事

解とカードの
普及促進

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令 行政手続

業

における特定の個人を

評

識別するための番号の

価

利用等に関する法律 

シ

対象者 市民 事業期間 平

ー

成２７年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２６年度

市

実績 ２７年度実績 ２８

民

年度実績 ２９年度計画

活

　 ・マイナンバーカー

動

ド交付特 ・マイナンバ

部

ーカード交付特 ・予約

一

制によるマイナンバー

般

　 　設会場の設置　1

会

月より実施　設会場の

計

運営（5月16日ま 　

個

カードの交付
　 ・制度

人

周知 　で） ・月1回又

番

は2回の土曜日交付
　

号

　　市民だより掲載　

通

4回 ・予約制によるマ

知

イナンバー 　窓口開設

・

　　　―――――――

個

・通知カード不着対応

人

　カードの交付（5月

番

17日か ・未受取者へ

号

の督促状送付
　　返戻

カ

された通知カードの 　

ー

ら）
　　再送　2,7

ド

99世帯 ・月1回又は

交

2回の土曜日交付
　窓

付

口開設
・未受取者への

事

督促状3回送付
　4,

業

668件
　マイナンバ

担

ーカード交付特設会場

当

を開設することで、制

課

度開始初期の大量交付

市

に対応し、その後、交

民

付を予約制に移行

成果

課

することによりマイナ

款

ンバーカードを効率的

項

に交付できた。

　マイ

目

ナンバーカードの交付

担

率は徐々に伸びている

当

ものの8％前後に留ま



戸籍係　市民係

2 3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　行政手続にお

成

ける特定の個人を識別

２

するための番号の利
・

９

法的業務
高い

用等に関

年

する法律に基づく業務

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 　マイナン

平

バーカードを利用した

成

住民票等証明書のコン

２

ビ
・市民生活上必要で

８

ある　など ニ交付は市

年

民ニーズがある。

　コ

度

ンビニ交付の開始によ

評

り、市役所に来庁でき

価

ない人の
・コストの節

）

減、費用対効果
普通

住

刈

民票等の証明書が取得

谷

できるようになり、利

市

便性が向上
効率性 ・執

事

行体制の効率性 するこ

務

とで、市民課窓口の混

事

雑解消と効率化が図ら

業

れる。
・手段の最適性

評

　など

　法定受託事務

価

のため市が主体となっ

シ

て実施する事業であ
・

ー

市が主体となって実施

ト

する
高い

る。
妥当性 　

（

べき事業であるか
・総

様

合計画との整合性　な

式

ど

　マイナンバーカー

２

ドの交付を予約制に移

）

行したことによ

施策へ

会

の ・施策への貢献度
高

計

い
り、待ち時間が短縮

名

し、効率的に交付でき

担

るようになって
・目標

当

達成度 いる。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

市

　など

今後の方向性 □

民

拡充　□現状維持　■

活

改善・効率化　□縮小

動

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　マイナンバー

一

カードの交付を予約制

般

に移行したことにより

会

、窓口で混雑なく交付

計

できるようになってい

個

るが、カー
ドが受取可

人

能になっているにもか

番

かわらず未受取者が多

号

数いる。督促状を送付

通

し、早期の受取りを促

知

すとともに、コ
ンビニ

・

交付サービスを広く周

個

知することでマイナン

人

バーカードの普及促進

番

を図る必要がある。

号カード

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

交

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

付

　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係



係

の取得促進を図ってい

市

く必要がある。
課題

指

民

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２６年度 ２７年

2

度 ２８年度 ２９年度 ３

3

１年度

活動 コンビニ交

1

付による証明書の発行件数 ― ― 210 ― ―
指標 （件）
活動 証明書のコンビニ交付率（％） ― ― 0.8 ― ―
指標

　愛知県内のコンビニ交付の開始時期
他市との 　平成25年10月一宮市　　平成28年1月東海市、知多市、小牧市、半田市、常滑市　　平成28年3月瀬戸市
比較検証 　平成28年4月みよし市　　平成28年10月豊田市、岡崎市　　平成29年1月安城市、尾張旭市

　平成29年2月西尾市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 46,495 0 合計 46,494,793 円
旅費 97,520 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 45,293 円
委託料 44,510,256 円

一般財源 0 0 46,495 0 使用料及び賃借料
1,341,684 円

職員人件費　② 0 0 3,204 0 負担金、補助及び
交付金 500,040 円

総事業費（①＋②） 0 0 49,699 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

９

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 情

平

報共有
施策体系

施策の

成

内容 電子市役所の推進

２

目
　
　
　
的

　マイナン

８

バーカードを利用し、

年

市民生活に

主
た
る
内
容

度

○開始日　平成29年

評

2月1日
身近な存在で

価

あるコンビニエンスス

）

トアにお ○利用可能時

刈

間　6時30分から2

谷

3時
いて住民票等の証

市

明書を交付することに

事

より､ 　（年末年始及

務

びメンテナンス日を除

事

く）
市民の利便性の向

業

上を図る。 ○取得でき

評

る証明書　
　住民票の

価

写し、印鑑証明書、戸

シ

籍謄・抄本
　住民票記

ー

載事項証明書、戸籍の

ト

附票
○利用可能店舗　

（

全国のコンビニエンス

様

スト
　アのマルチコピ

式

ー機設置店舗　
○コン

１

ビニ交付を導入するた

）

めのシステム開
　発及

会

び機器賃借等の実施
○

計

コンビニ交付関連事務

名

を地方公共団体情報
　

担

システム機構に委託

位

当

置
づ
け

関連計画

根拠法

部

令

対象者 市民 事業期間

市

～

実施方法 ■直営　■

民

委託　□指定管理　□

活

補助・助成　□その他

動部

一般会計
住民票

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

等

績

２６年度実績 ２７年

コ

度実績 ２８年度実績 ２

ン

９年度計画

　 　 ・平成

ビ

29年2月1日コンビ

ニ

ニ 　
　 　   交付開始

交

　
　 　 ・発行枚数 　
　

付

　 　住民票関係 14

シ

6枚 　
　　　――――

ス

――― 　　　――――

テ

――― 　戸籍関係  

ム

  13枚 　　　――

導

―――――
　印鑑証明

入

　  97枚

　コンビ

事

ニ交付を開始すること

業

で、住民票等を取得で

担

きる時間や場所の選択

当

肢が広がり、市民の利

課

便性の向上を図ること

市

成果
ができた。

　コン

民

ビニ交付を利用拡大す

課

るためには、マイナン

款

バーカードの普及が不

項

可欠であることから、

目

コンビニ交付サービス

担

を

広報等で広く周知し

当

、マイナンバーカード



市民係

2 3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

全国のコンビニエンス

成

ストアで証明書の交付

２

が可能にな
・法的業務

９

高い
り、交付場所やサ

年

ービスの利用時間が大

度

幅に拡大したこと
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 から市民サービス

成

の向上に資するもので

２

ある。
・市民生活上必

８

要である　など

　市役

年

所に来庁せずに証明を

度

取得することで窓口の

評

証明発
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

行割

）

合を減少し混雑解消と

刈

事務の効率化が図られ

谷

る。
効率性 ・執行体制

市

の効率性
・手段の最適

事

性　など

　各種証明書

務

の発行は市が行う事務

事

である。
・市が主体と

業

なって実施する
普通妥

評

当性 　べき事業である

価

か
・総合計画との整合

シ

性　など

　全国のコン

ー

ビニエンスストアで夜

ト

間や休日でも住民票等

（

施策への ・施策への貢

様

献度
高い

の証明書の取

式

得ができるようになり

２

市民の利便性が向上し

）

・目標達成度 た。
貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など

今後の方向

名

性 □拡充　□現状維持

担

　■改善・効率化　□

当

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

　平成28

市

年度事業完了

民活動部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

一

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

般

価
　
∨

会計
住民票等コンビニ交付システム導入事業

担当課 市民課

款 項 目 担当係



動 市役所で申請する市民の人数（人） 4,839 4,726 5,335 5,263 5,403
指標
成果 刈谷市民で旅券を申請する人のうち、市役所で申請 88.8 89.5 90.8 91.4 92.0
指標 する人の割合（％）

県内の窓口業務状況　54市町村のうち15市町村実施
他市との 　委託　7市（瀬戸、春日井、安城、西尾、東海・知多、刈谷）
比較検証 　嘱託　4市（豊川、蒲郡、小牧、田原）

　直営　4町村（美浜町、設楽町、東栄町、豊根村）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,868 7,864 8,005 8,421 合計 8,005,280 円
旅費 44,760 円

財
　
源

特定財源 5,348 4,780 4,895 5,166 需用費 172,800 円
役務費 245,000 円

一般財源 2,520 3,084 3,110 3,255 委託料 7,542,720 円

職員人件費　② 6,688 6,268 7,424 6,608

総事業費（①＋②） 14,556 14,132 15,429 15,029

建
設
事
業

全体事業費（

Ｄ

単位：千円） 0 ２８年

　

度特定財源名称

２８年

　

度までの累積事業費 0

　

市町村権限委譲交付金

Ｏ

収入印紙売りさばき手

　

数料

３０年度以降の事

　

業費見込 0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

９

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

（

行政経営
施策体系

施策

平

の内容 効率的な行政運

成

営

目
　
　
　
的

  一般

２

旅券の申請受付及び交

８

付業務を市役所

主
た
る

年

内
容

○一般旅券の申請

度

受付業務の実施
で行う

評

ことで、市民の利便性

価

の向上を図る。 ○一般

）

旅券の交付業務の実施

刈

　・業務内容
　　　新

谷

規・切替、記載事項変

市

更、増補の
　　　申請

事

受付及び交付
　・紛失

務

、焼失届出受付
　・窓

事

口開設時間　9時から

業

17時まで
　　　　　

評

　（金曜日は交付のみ

価

18時まで）

位
置
づ
け

シ

関連計画

根拠法令 愛知

ー

県事務処理特例条例

対

ト

象者 市民 事業期間 平成

（

２５年度 ～

実施方法 ■

様

直営　■委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

□その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　

民

業
　
実
　
績

２６年度実

活

績 ２７年度実績 ２８年

動

度実績 ２９年度計画

旅

部

券申請人数　5,44

一

8人 旅券申請人数　5

般

,282人 旅券申請人

会

数　5,876人 旅券

計

申請人数（予定）5,

一

758人
（上記のうち

般

市役所での （上記のう

旅

ち市役所での （上記の

券

うち市役所での （上記

発

のうち市役所での
　申

給

請者　4,839人　

等

88.8％）　申請者

事

　4,726人　89

業

.5％）　申請者　5

担

,335人　90.8

当

％）　申請者　5,2

課

63人　91.4％）

市

　平成28年度の市役

民

所での申請率は90.

課

8％となり、多くの市

款

民の利便性向上を図る

項

ことができた。

成果

　

目

ゴールデンウィーク中

担

の平日や年末年始など

当

の特定の時期に申請件

係

数が急増し窓口が混雑

管

するため、ホームペー

理

ジなど

で継続的に情報

係

提供を行い、申請件数

2

の平準化を図る必要が

3

ある。
課題

指標名称（

1

単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　名古屋市や岡崎市等

平

で出向かずに、刈谷市

成

内で旅券の申
・法的業

２

務
高い

請及び受取りが

９

できるため、必要性は

年

高い。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

平

ど

　窓口業務を委託す

成

ることで、直営に比べ

２

人件費の削減及
・コス

８

トの節減、費用対効果

年

高い
び知識と経験のあ

度

る人材の配置が可能と

評

なり、効率的かつ
効率

価

性 ・執行体制の効率性

）

正確な事務を行うこと

刈

ができた。
・手段の最

谷

適性　など

　効率的な

市

行政経営と市民ニーズ

事

に即した事業として、

務

平
・市が主体となって

事

実施する
普通

成26年

業

度から愛知県からの権

評

限移譲を受け旅券窓口

価

を開設
妥当性 　べき事

シ

業であるか しており、

ー

事業実施は妥当である

ト

。
・総合計画との整合

（

性　など

　刈谷市全体

様

の旅券申請者数に対し

式

て市役所で申請する人

２

施策への ・施策への貢

）

献度
高い

は9割を超え

会

、市民サービスへの効

計

果は高い。
・目標達成

名

度
貢献度 ・市民サービ

担

スへの効果　など

今後

当

の方向性 □拡充　■現

部

状維持　□改善・効率

市

化　□縮小　□終期設

民

定　□休止・廃止

　継

活

続的に一定数の市民の

動

利用が見込まれるため

部

、引き続き市民に対し

一

て旅券窓口の周知に努

般

める。また、国外にお

会

いては旅券が日本国民

計

の唯一の身分証明であ

一

るため、厳格に事業を

般

実施していく必要があ

旅

る。

券発給

Ｃ
 
　

等

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

事

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

2 3 1



真撮影は、平日昼間に婚姻届を提出している方のみが対象となっている。継続事業として実施する

ことにより、対象の世代への周知を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

成果 婚姻届受付件数（件） 1,048 1,138 1,076 1,200 1,200
指標
活動 写真撮影した人の割合（％） ― 81.7 84.5 85.0 85.0
指標

安城市…結婚記念証及びデンパークペア入場券の贈呈
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,639 1,331 1,067 合計 1,330,992 円
需用費 1,330,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 2,639 1,331 1,067

職員人件費　② 0 1,567 1,563 1,138

総事業費（①＋②） 0 4,206 2,894 2,205

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

９

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

（

経営
施策体系

施策の内

平

容 効率的な行政運営

目

成

　
　
　
的

　刈谷市で婚

２

姻届を提出した夫婦に

８

記念写真

主
た
る
内
容

○

年

市民課
や記念品を贈呈

度

しお祝いすることによ

評

り、刈 　・希望者に対

価

して、婚姻届提出時に

）

特設ブ
谷の魅力を感じ

刈

てもらうきっかけとし

谷

、定住 　　ースで記念

市

撮影
促進の一助とする

事

。 　・撮影した写真と

務

メッセージカードを入

事

れ
　　たフォトフレー

業

ムの記念品贈呈
○夜間

評

窓口、富士松支所
　・

価

希望者に対して、婚姻

シ

届提出時にメモリ
　　

ー

アルボードを持って自

ト

身のカメラで写真
　　

（

撮影
　・メッセージカ

様

ードを入れたフォトフ

式

レー
　　ムの記念品贈

１

呈

位
置
づ
け

関連計画

根

）

拠法令

対象者 市民 事業

会

期間 平成２７年度 ～

実

計

施方法 ■直営　□委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 市民活動部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

６年度実績 ２７年度実

計

績 ２８年度実績 ２９年

結

度計画

　 ・記念撮影用

婚

特設ブース設置 ・記念

お

撮影用特設ブース設置

祝

・記念品プレゼント　

い

1,200件
　 ・婚姻

事

届受付件数　　1,1

業

38件・婚姻届受付件

担

数　　1,076件　

当

（希望者には写真撮影

課

）
　 ・記念品プレゼン

市

ト　1,128件・記

民

念品プレゼント　1,

課

049件
　 　（メッセ

款

ージカード入り　 　（

項

フォトフレーム）
　　

目

　――――――― 　フ

担

ォトフレーム）　　　

当

　 　
　（市制65周年

係

記念事業）

　平成28

市

年度も引き続き実施し

民

ており、平成28年度

係

の婚姻届出は、1,0

2

76件でした。夫婦に

3

なったおふたりを祝福

1

する気

成果
持ちを形にあらわすことで、刈谷市への愛着や魅力発信のきっかけになった。

　特設スペースでの写



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　お祝いの言葉を添えてプ

平

レゼントをお渡しする

成

ことで、
・法的業務

普

２

通
市民との距離を縮め

９

、より市役所に親近感

年

を持ってもらう
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

（

要 ことができる。
・市

平

民生活上必要である　

成

など

　届出の集中する

２

日は、作業量が増大す

８

るが、届出書確認
・コ

年

ストの節減、費用対効

度

果
普通

の待ち時間を利

評

用し対応することで効

価

率的に実施できてい
効

）

率性 ・執行体制の効率

刈

性 る。
・手段の最適性

谷

　など

　届出を受理す

市

る市でなければ実施で

事

きない事業であり、
・

務

市が主体となって実施

事

する
普通

刈谷市の魅力

業

発信につながっている

評

。
妥当性 　べき事業で

価

あるか
・総合計画との

シ

整合性　など

　届出受

ー

理の事務に際し、心を

ト

込めてお祝いするとい

（

う新

施策への ・施策へ

様

の貢献度
普通

しい視点

式

からの市民サービスで

２

ある。市民にも喜んで

）

もら
・目標達成度 え本

会

市のマスコットキャラ

計

クターのかつなりくん

名

のＰＲに
貢献度 ・市民

担

サービスへの効果　な

当

ど もつながった。

今後

部

の方向性 □拡充　■現

市

状維持　□改善・効率

民

化　□縮小　□終期設

活

定　□休止・廃止

　窓

動

口で婚姻届を提出した

部

市民の反応に、祝福す

一

る気持ちを形で表すこ

般

とで喜んでいただき、

会

刈谷市やかつなりくん

計

のＰＲもできているこ

結

とから、事業の目的は

婚

概ね達成できていると

お

考える。今後はアンケ

祝

ートの実施も考えなが

い

ら事
業の継続を検討す

事

る必要がある。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

市

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

民

　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 市民係

2 3 1



市）委託　　　　　　　　　　西尾市　委託
比較検証 碧南市（高浜市）一部事務組合直営

安城市　直営

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 82,218 81,871 82,219 93,336 合計 82,219,294 円
旅費 59,960 円

財
　
源

特定財源 32,726 43,079 41,009 27,223 役務費 106,507 円
委託料 82,022,827 円

一般財源 49,492 38,792 41,210 66,113 負担金、補助及び
交付金 30,000 円

職員人件費　② 2,464 2,742 3,517 3,414

総事業費（①＋②） 84,682 84,613 85,736 96,750

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 斎園使用料
土地建物貸付収入

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

９

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園の

２

施設管理業務を指定管

８

理者に委

主
た
る
内
容

　

年

青山斎園の指定管理者

度

へ、施設利用の受付
託

評

することで、経費の削

価

減と適正な管理運営 業

）

務、使用料の収納業務

刈

、火葬業務、施設の
を

谷

図る。 維持管理業務を

市

委託し、適正な管理運

事

営を行
う。

位
置
づ
け

関

務

連計画  

根拠法令  

対

事

象者 対象者を限定せず

業

事業期間 ～

実施方法 □

評

直営　□委託　■指定

価

管理　□補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

２６年度実

名

績 ２７年度実績 ２８年

担

度実績 ２９年度計画

指

当

定管理料 指定管理料 指

部

定管理料 指定管理料
8

市

1,818,857円

民

81,766,958

活

円 91,249,00

動

0円（当初予算額） 9

部

2,860,000円

一

（当初予算額）
指定管

般

理者 指定管理者 指定管

会

理者
刈谷市都市施設管

計

理協会 刈谷市都市施設

施

管理協会 刈谷市都市施

設

設管理協会
火葬件数　

管

1,214件 火葬件数

理

　1,179件 火葬件

事

数　1,246件

　指

業

定管理者により施設の

担

適正な維持管理が行わ

当

れたことで、約９割の

課

利用者から満足度の高

市

い評価を得ることがで

民

きた

成果
。

　経年劣化

課

による修繕が増加して

款

いるため、指定管理者

項

と連携して早期に不具

目

合箇所を把握し対応す

担

ることで、施設の適

正

当

な維持管理を図る必要

係

がある。
課題

指標名称

管

（単位）
実績値 目標値

理

２６年度 ２７年度 ２８

係

年度 ２９年度 ３１年度

4

成果 施設利用に対する

1

満足度（％） 93.

6

0 90.5 94.6 95.0 95.0
指標

 
指標

岡崎市　委託　　　　　　　　　　　　　　　知立市　直営
他市との 豊田市（みよし



訳

事業費　① 15,121 309 4,590 0 合計 4,590,000 円
工事請負費 4,590,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 15,121 309 4,590 0

職員人件費　② 2,464 2,742 3,126 0

総事業費（①＋②） 17,585 3,051 7,716 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

９

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園施

２

設の整備を行い、利便

８

性の向上

主
た
る
内
容

　

年

青山斎園施設に対する

度

市民ニーズへの対応
及

評

び適正な管理運営を図

価

る。 並びに利便性の向

）

上を図るため、施設の

刈

改修
整備を行う。　

位

谷

置
づ
け

関連計画  

根拠

市

法令  

対象者 対象者を

事

限定せず 事業期間 ～

実

務

施方法 □直営　■委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

）

６年度実績 ２７年度実

会

績 ２８年度実績 ２９年

計

度計画

・墓園整備工事

名

・正面玄関ロビー照明

担

改修工 ・斎場照明改修

当

工事 　
・ロータリー植

部

栽工事 事 　
　
　
　　　

市

―――――――

　斎場

民

照明をＬＥＤに交換す

活

ることで玉切れがなく

動

なり、取替経費及び電

部

気使用量を削減するこ

一

とができた。

成果
　　

般

　昭和56年に建設し

会

た施設のため、経年劣

計

化による不具合や新た

施

な市民ニーズに対応で

設

きるよう、関係部署と

整

連携して計

画的に整備

備

を行い、設備等の機能

事

維持及び向上を図る必

業

要がある。
課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２６年度 ２７年度 ２

課

８年度 ２９年度 ３１年

市

度

成果  整備不良によ

民

る事故発生件数（件）

課

0 0 0 0 0
指標

 
指標

款

　建設年度等が異なる

項

ため、他市との比較は

目

できない。
他市との
比

担

較検証

当係 管理係

4 1 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,368 9,597 6,958 21,557 合計 6,958,200 円
需用費 5,149,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 1,809,000 円

一般財源 13,368 9,597 6,958 21,557

職員人件費　② 2,464 2,742 3,517 3,490

総事業費（①＋②） 15,832 12,339 10,475 25,047

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

９

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園の

２

施設において、経年劣

８

化等によ

主
た
る
内
容

　

年

青山斎園の施設におい

度

て、経年劣化等によ
り

評

損傷した箇所の補修を

価

行うことで、適正な り

）

補修が必要な箇所の修

刈

繕を行う。
管理運営を

谷

図る。

位
置
づ
け

関連計

市

画  

根拠法令  

対象者

事

対象者を限定せず 事業

務

期間 ～

実施方法 □直営

事

　■委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

２６年度実績 ２

会

７年度実績 ２８年度実

計

績 ２９年度計画

・火炉

名

台車入替等修繕 ・火葬

担

炉支煙道ダクト修繕 ・

当

火炉耐火物取替等修繕

部

・火炉耐火物取替等修

市

繕
・火葬棟雨樋修繕 ・

民

斎場棟空調設備修繕 ・

活

高圧受電設備修繕 ・非

動

常用自家発電設備修繕

部

・水銀灯支柱塗装等修

一

繕 ・火葬棟監視カメラ

般

修繕 ・屋内消火栓ポン

会

プ取替工事 ・吸収式冷

計

温水発生機等修繕
・看

施

板サイン修繕 ・火炉耐

設

火物取替等修繕
・トイ

補

レ系統排水管修繕 ・埋

修

設給水管漏水修繕
・火

事

葬炉支援道ダクト修繕

業

・炉圧調節計取替修繕

担

・法要室1空調機修繕

当

　計画的な補修及び緊

課

急補修工事に迅速に対

市

応し、施設を適正に維

民

持管理することができ

課

た。

成果

　突発的な不

款

具合により施設利用を

項

止めることがないよう

目

、状況把握に努めたう

担

えで、計画的に修繕を

当

実施する必要があ

る。

係

課題
　

指標名称（単位

管

）
実績値 目標値

２６年

理

度 ２７年度 ２８年度 ２

係

９年度 ３１年度

成果  

4

整備不良による事故発

1

生件数（件） 0 0 0 0

6

0
指標

 
指標

　建設年度等が異なるため、他市との比較はできない。
他市との
比較検証



源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

９

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 市街地・住環境
施

平

策体系
施策の内容 住環

成

境の充実

目
　
　
　
的

　

２

青山斎園に新規駐車場

８

を整備することによ

主

年

た
る
内
容

○用地購入
り

度

駐車場不足を解消し、

評

利用者の利便性の向 　

価

施設に隣接する土地（

）

青山町1丁目159番

刈

1：
上を図る。 1,5

谷

73㎡）
 ○駐車場整

市

備
　約50台
○既存駐

事

車場を改修
　案内看板

務

設置

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令

対象者 事業期

業

間 平成２８年度 ～

実施

評

方法 ■直営　□委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２６

名

年度実績 ２７年度実績

担

２８年度実績 ２９年度

当

計画

　 　 拡張整備の方

部

向性を検討 駐車場の整

市

備及び供用開始
　 　
　

民

　
　 　
　　　――――

活

――― 　　　――――

動

―――

　青山斎園駐車

部

場の拡張整備の方向性

一

を検討することができ

般

た。

成果

　駐車場整備

会

事業用地の確保ができ

計

ず、早期に供用開始す

青

ることができなかった

山

。

課題

指標名称（単位

斎

）
実績値 目標値

２６年

園

度 ２７年度 ２８年度 ２

駐

９年度 ３１年度

活動
指

車

標
活動
指標

他市との
比

場

較検証

整備事業
担当課 市

Ｃ
　
事
　
業
　

民

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

課

２６年度 ２７年度 ２８

款

年度 ２９年度 ２８年度

項

（決算） （決算） （決

目

算） （予算） 事業費内

担

訳

事業費　① 0 0 0 0

当

合計 0 円

財
　
源

特定

係

財源 0 0 0 0

一般財源

管

0 0 0 0

職員人件費　

理

② 0 0 2,281 0

総

係

事業費（①＋②） 0 0

4

2,281 0

建
設
事
業

1

全体事業費（単位：千

6

円） 0 ２８年度特定財



１年度

活動 通常期勤務する市民課窓口の臨時職員の確保（人） 9 9 11 11 11
指標
活動 繁忙期勤務する市民課窓口の臨時職員の確保（人） 2 2 2 2 2
指標

　職員配置等が異なるため、他市との比較はできない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,114 13,778 15,043 16,159 合計 15,043,065 円
賃金 15,043,065 円

財
　
源

特定財源 13,114 13,778 15,043 16,159

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,760 2,350 2,735 3,035

総事業費（①＋②） 14,874 16,128 17,778 19,194

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 戸籍関係手数料
住民票関係手数料

３０年度以降の事業費見込 0 印鑑証明手数料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

９

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

臨時職員を

２

雇用することで、市民

８

課での各種

主
た
る
内
容

年

市民課業務を円滑に行

度

うため、臨時職員を雇

評

届出事務・証明発行及

価

び各出張所での受付事

）

用する。
務の円滑化を

刈

図る。 　　市民課　1

谷

3人
　　　内訳　窓口

市

及び郵送等　7人
  

事

          

務

フロアー案内　2人
　

事

　　　　　個人番号カ

業

ード　2人
　　　　　

評

　繁忙期　2人
　　　

価

　　北部出張所　2人

シ

　　小垣江出張所　2

ー

人
　　東刈谷出張所　

ト

3人

位
置
づ
け

関連計画

（

根拠法令

対象者 市民 事

様

業期間 ～

実施方法 ■直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業

活

　
実
　
績

２６年度実績

動

２７年度実績 ２８年度

部

実績 ２９年度計画

市民

一

課　11人 市民課　1

般

1人 市民課　13人 市

会

民課　13人
（内繁忙

計

期4月,1～3月　2

臨

人）（内繁忙期4月,

時

1～3月　2人）（内

職

繁忙期4月,1～3月

員

　2人）（内繁忙期4

雇

月,1～3月　2人）

用

出張所　 8人 出張所

事

　 8人 出張所　 7

業

人 出張所　 7人

　マ

担

イナンバーカードの交

当

付業務の増加に伴い新

課

たに臨時職員を２人雇

市

用する事により、マイ

民

ナンバーカードの交付

課

及び

成果
窓口業務を効

款

率的かつ円滑に行うこ

項

とができた。

　　

　臨

目

時職員の多くは経験年

担

数が長く、市民課業務

当

を行う上でなくてはな

係

らない存在であるが、

市

経験年数による賃金加

民

算

がないため、経験豊

係

富な臨時職員の確保と

2

ともに新しい人材（短

3

期雇用）の確保、育成

1

が課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３



ンビニ交付システム等の業務に必要な機器の賃借及び保守管理委託をす

成果
ることで市民課業務を適正に管理することができた。

　システム機器の操作を行う担当者が機器の操作設定等を正確に行うことで、通常の業務が可能となる。システムダウン

につながるトラブルを未然に防ぐシステムの監視と正確な操作を徹底する。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

成果 トラブルによるシステムダウン（件） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

システムの構成等によって違うため他市との比較はできない。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,753 12,026 10,539 26,129 合計 10,538,917 円
役務費 202,640 円

財
　
源

特定財源 11,753 12,026 10,539 14,191 委託料 7,110,720 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 0 0 11,938 3,225,557 円

職

Ｄ

員人件費　② 4,57

　

6 4,309 4,68

　

9 5,690

総事業費

　

（①＋②） 16,32

Ｏ

9 16,335 15,

　

228 31,819

建

　

設
事
業

全体事業費（単

∧

位：千円） 0 ２８年度

　

特定財源名称

２８年度

　

までの累積事業費 0 戸

実

籍関係手数料
住民票関

　

係手数料

３０年度以降

　

の事業費見込 0

施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

９

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 計

度

画推進

基本施策 行政経

（

営
施策体系

施策の内容

平

効率的な行政運営

目
　

成

　
　
的

住基ネットワー

２

クシステム、戸籍シス

８

テム、

主
た
る
内
容

各種

年

システム・機器の保守

度

管理及び賃借等を
コン

評

ビニ交付システムなど

価

業務に必要な機器 行う

）

。
の賃借及び保守管理

刈

委託を行い、市民課業

谷

務 　住基ネットワーク

市

システム
の適正化を図

事

る。 　戸籍システム
　

務

コンビニ交付システム

事

　通信機器の借上料
　

業

戸籍システム回線料等

評

　ファックス通話料等

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令  

対象者 市民 事

ー

業期間 ～

実施方法 ■直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２６年度実績

市

２７年度実績 ２８年度

民

実績 ２９年度計画

・保

活

守管理委託料等 ・保守

動

管理委託料等 ・保守管

部

理委託料等 ・保守管理

一

委託料等
　住基ネット

般

ワークシステム 　住基

会

ネットワークシステム

計

　住基ネットワークシ

設

ステム 　住基ネットワ

備

ークシステム
　戸籍シ

管

ステム等 　戸籍システ

理

ム等 　戸籍システム等

事

　戸籍システム
　7,

業

278,288円 　7

担

,296,174円 　

当

7,110,720円

課

　コンビニ交付システ

市

ム等
・システム借上料

民

等 ・システム借上料等

課

・システム借上料等 　

款

8,819,000円

項

（予算額）
　住基ネッ

目

トワークシステム 　

担

住基ネットワークシス

当

テム 　住基ネットワ

係

ークシステム ・シス

戸

テム借上料等
　等 　等

籍

　等 　住基ネットワー

係

クシステム 
　4,2

2

68,198円 　4,

3

268,706円 　3

1

,225,557円 　コンビニ交付システム等
　11,524,000円（予算額）

　住基ネットワークシステム、戸籍システム、コ



係

）、蒲郡（使用料2,

4

比較検証 500円）

1 6 市民係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,831 2,737 891 0 合計 890,687 円
需用費 19,310 円

財
　
源

特定財源 903 795 237 0 役務費 46,257 円
委託料 825,120 円

一般財源 1,928 1,942 654 0

職員人件費　② 2,464 3,134 1,594 0

総事業費（①＋②） 5,295 5,871 2,485 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 霊きゅう車使用料

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

９

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

平

政経営
施策体系

施策の

成

内容 効率的な行政運営

２

目
　
　
　
的

霊きゅう車

８

の運転業務を委託する

年

ことで経費

主
た
る
内
容

度

  霊きゅう車の運転

評

業務を委託するととも

価

に､
の削減を図り、安

）

価にて霊きゅう車の使

刈

用を 車両の管理を行う

谷

。
提供する。 　霊きゅ

市

う車（バン）1台保有

事

　使用料　市内　3,

務

000円
　　　　　市

事

外　6,000円

位
置

業

づ
け

関連計画  

根拠法

評

令  

対象者 対象者を限

価

定せず 事業期間 平成１

シ

９年度 ～ 平成２８年度

ー

実施方法 □直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２６年度実績 ２７年度

市

実績 ２８年度実績 ２９

民

年度計画

運行実績　　

活

　285件 運行実績　

動

　　249件 運行実績

部

　　　　 78件　　

一

　
利用可能件数　61

般

4件 利用可能件数　5

会

47件 利用可能件数　

計

　178件 　
委託料 委

霊

託料 委託料 　
2,47

き

5,360円 2,47

ゅ

5,360円 825,

う

120円 　
　　　――

車

―――――

　定期点検

運

に合わせて必要な修繕

転

を行うことで、車両の

管

安全性を維持すること

理

ができた。

成果

　平成

業

２８年７月３１日をも

務

って事業を廃止。

課題

委

指標名称（単位）
実績

託

値 目標値

２６年度 ２７

事

年度 ２８年度 ２９年度

業

３１年度

活動 運行実績

担

（件） 285 249 7

当

8 － －
指標
成果 市内出

課

棺の葬儀で、市の霊き

市

ゅう車を使用した割合

民

46.4 45.5 35

課

.2 － －
指標 （％）

直

款

営…安城（使用料3,

項

150円）、新城（使

目

用料5,140円）
他

担

市との 運転業務委託…

当

高浜・碧南（使用料管

係

内3,240円、管外

管

9,720円)、知立

理

（使用料2,300円


